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2021 年 8 月，警察庁と国土交通省は，最高速度 30km/h の区域規制と物理的デバイスとの適切な組合せ

により交通安全の向上を図ろうとする区域をゾーン 30 プラスとして設定する方針を打ち出した．ゾーン

30 プラスの設定に際しては，これまでの類似対策と異なり，道路管理者，交通管理者の連携の下で整備計

画を策定することが規定されたことに加え，その策定に際しては住民同意が図られることとされている．

生活道路整備という観点からの住民合意においては，様々な知見が蓄積されているものの，ゾーン 30 プ

ラスという新たな枠組での調整にはこれまでにない部分での課題が生じている可能性もある．本研究は，

ゾーン 30 プラスの住民合意において課題となる要因を整理することで，今後のゾーン 30 プラス推進のた

めの基礎資料を提供する．地方都市である愛知県豊田市の住民代表者(n=298)を対象に調査を実施した結果，

市街地におけるゾーン 30 プラス設定に際しての住民同意のしづらさは「対策意義伝達の難しさ」「通学

路の少なさ」「大型車の通行困難さ」「速度遵守の困難さ」が影響することを示した． 
 

     Key Words:community streets,  zone 30 plus, local consent 
 
 

1. はじめに 
 
 2021 年に策定された第 11 次交通安全基本計画では，

その具体的対策として「生活道路等における人優先の安

全・安心な歩行空間の整備」が標榜され，なかでも「最

高速度 30 キロメートル毎時の区域規制「ゾーン 30」の

整備推進」が冒頭に挙げられている．ゾーン 30 は，我

が国において 2011年度（平成 23年度）に導入が始まっ

た面的な交通安全対策である．ゾーン内は最高速度

30km/hの区域規制の実施を前提とし，その他の対策は地

域住民の意見や財政的制約も踏まえつつ，実現可能なも

のから順次実施するとしたものである．当初 5箇年での

整備目標であった全国 3,000箇所の整備を 2016年度末に

達成し，2021 年度末現在における全国の整備箇所数は

4,186箇所となっている 1)．  
ゾーン 30 内に整備されるその他の対策としては，入

り口部カラー舗装などの視覚的対策とともに，特に推奨

されるべきものとして，ハンプ等の物理的デバイスの設

置がある．これは，当該対策の整備が生活道路として目

指すべき空間である車両速度の抑制や通過車両の抑制に

極めて有効であるためである．しかし，ゾーン 30 整備

における物理的デバイスの設置は，2016年度末までで全

体の4.2％である 2)など，十分とは言えない状況にある．

そのため，2021年 8月に，警察庁と国土交通省は，最高

速度 30km/h の区域規制と物理的デバイスとの適切な組

合せにより交通安全の向上を図ろうとする区域をゾーン

30プラスとして設定する方針を打ち出した 3)．ゾーン 30
プラスの設定に際しては，これまでの類似対策と異なり，

道路管理者，交通管理者の連携の下で整備計画を策定す

ることが規定されたことに加え，その策定に際しては住

民同意が図られることとされている．生活道路整備とい

う観点からの住民同意においては，様々な知見が蓄積さ

れているものの，ゾーン 30 プラスという新たな枠組で

の調整にはこれまでにない部分での課題が生じている可

能性もある．また住民同意の傾向は導入する地域によっ

て様々であることが予想され，それぞれの地域での課題

傾向を整理することは，より導入が望ましい地域での今

後のゾーン 30 プラスの導入推進における有益な知見を
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与えることができるのではないかと考えた．本研究は，

導入地域ごとのゾーン 30 プラスの住民同意において課

題となる要因を整理することで，今後のゾーン 30 プラ

ス推進のための基礎資料を提供することを目的とする． 
 
 
2. 既往研究及び本研究の新規性 
 
生活道路のゾーン対策推進に関する研究は少なくなく，

対象とするゾーン 30 を始め，多くの事例が散見される．

例えば，三村ら 4)は，豊田市の町会組織である自治区を

対象として，自治区のゾーン 30 導入意向と実際の歩行

者・自転車事故の発生率との関係について調査している．

結果，ゾーン 30 導入意向がある自治区が必ずしも歩行

者・自転車事故の多い自治区とはいえないことを明らか

にしている． 
 薬袋 5)は，オーストリアでのゾーン対策の内容と利用

状況に着目し，ウェブ上での情報収集に加えて，オース

トリア現地での調査を行っている．結果，ゾーン対策に

あたっては市民の関わりが積極的であることが，良い結

果を導いていることを示している． 
 日野ら 6)は，市民の参画と協働による交通安全対策を

行う「協働型取り組み」に着目し，これまでの実践的事

例実績から協働型取り組みの特徴と課題を整理している．

結果，官民が議論することで，議論と合意の重要性に対

する理解を深める効果があること，協議会参加者の相互

学習のプロセスが有意義であること等が示されている． 
 長嵐ら 7)は，全国のコミュニティ・ゾーン形成事業の

導入状況や計画内容を整理し，当初の計画案と採択され

た計画案の相違の原因や背景について，住民意見との関

係に着目して考察している．結果，住民の反対意見，予

算的制約，空間的制約等により，適切だと言われている

対策と実際に策定された計画に乖離している項目がある

こと，策定されにくい一方通行等を策定できた地区は，

問題抽出時に住民と行政が話し合う場があり，住民同士

が意見交換できる手法を用いている傾向にあること等を

明らかにしている． 
 江夏ら 8)は，福岡市のコミュニティ・ゾーン形成事業

を事例とし，事業の協議会議事録の整理とヒアリングに

よって，事業への住民参加のプロセス，対立点に対する

合意形成について分析している．結果，対立点の合意形

成の促進には地域のリーダー的存在が必要なこと，長い

プロセスをともにすることで行政と住民の間に信頼関係

を築き得ること，情報伝達の工夫や双方向な情報交換と

共有が重要であること等が明らかとなっている． 
 外井ら 9)は，福岡市のコミュニティ・ゾーン形成事業

を対象とし，事業の協議会代表者と事業に異議を唱える

住民それぞれに対するヒアリング調査から，相互の対立

点と合意に向かっての詳細なやり取りについて分析して

いる．結果，住民の多くが協議会の詳細までは認知して

おらず，回覧板や公民館便りによる情報伝達力に限界が

あること，情報連絡体制の不統一によって主張の食い違

いが生じる可能性があること等が示されている． 
 山岡，磯部 10)は，名古屋市のコミュニティ・ゾーン形

成事業を事例とし，行政へのヒアリング調査，住民アン

ケート調査により，事業への住民参加の現状把握，問題

点の抽出を行っている．結果，行政と住民の調整役が必

要なこと，ゾーン周辺地区への情報提供，影響の分析が

必要であることが示されている．また，事業の身近さが

住民の事業効果に対する意識に影響することを明らかに

している． 
 このように，ゾーン対策の推進において，住民の積極

的関わりが重要との知見は多い．他方で，ゾーン 30 プ

ラスという新たな枠組での調整にはこれまでにない部分

での課題が生じている可能性もあり，加えて，導入地域

の違いによる住民同意の課題傾向をみたもの筆者らが知

る限りみあたらない．この点において本研究の新規性が

あるものと考える． 
 
 
3. 方法 

 
(1) 分析対象 
 図1に示す本研究の対象都市である愛知県豊田市は，

人口約42万人（2023年10月現在）である．平成13年の

中京都市圏 PT 調査によれば自動車の交通手段分担率が

70％以上であり，地方都市であることや自動車産業の城

下町であることなどから，自動車交通に依存した都市構

造を有している．豊田市は，平成17年4月1日に旧豊田

市，西加茂郡藤岡町，同郡小原村，東加茂郡足助町，同

郡下山村，同郡旭町，同郡稲武町の 7市町村が合併し，

現在の豊田市となった．豊田市では自治区と呼ばれる

298の行政区が設置されている．自治区はゾーン 30など

の施設整備を実施する際の住民組織に該当し，区長など

の代表者が調整に当たることが多い． 
 さて，「ゾーン 30 プラス」はその設定要件として，

警察庁の通達（丁規発 第 128号，2021）のなかで，(1) 最
高速度 30km/h の区域規制が実施され，又は実施が予定

されていること．(2) 警察と道路管理者，地域の関係者

等との間で，ドライバーの法令遵守意識を十分に高める

ための物理的デバイスの設置について，適切に検討され，

実施され，又は実施が予定されていること．といった記

述がなされている． 
 最高速度 30km/h の区域規制としては，一般にはゾー

ン 30が想定される．ゾーン 30の設定要件は，同じく警

察庁の通達（丙 規 発 第 1 1 号, 2019）にて市街地等（市 
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図1 対象地域 

 
区町村等の行政区画やDID地区等を単位として都市部，

市街地から選定）から選定するということが明示されて

いる．他方で，都市部以外であっても，歩行者等の通行

が最優先され，通過交通が可能な限り抑制されるという

基本的なコンセプトに対する地域住民の同意が得られる

場合がありうる． 
都市部の明確な定義に関する記載はなく，ここでは，

都市計画区域を都市部とした．また，市街地に該当する

ものとして，ここではDIDとした．なお，両者に該当し

ない都市計画区域外のエリアでの傾向も併せて整理し，

導入に際しての住民合意について，検討を行った． 
 
(2) 収集データ 

a) ゾーン30プラス設定に際する住民同意の可能性 

 調査は自治区の住民意識などの実態を最もよく把握し，

さらに自治区の方針を決める最終的な決定権を持ってい

るなど回答内容の信頼性が最も高いと判断できる自治区

長を対象に実施した．円滑に調査を実施するため豊田市

都市整備部交通政策課の協力を仰ぎ，自治区の執行部を

担う区長役員会での依頼，各自治区に定期的に送付され

る区長便を通じた全自治区（298自治区）への調査票の

配布，郵送ならびに電子メールによる回収を行った．以

上の結果，252自治区からの回答を得た．なお，後述の

地域特性処理の影響もあり，有効回答は 232票であった． 
調査項目は，自治区におけるゾーン 30 プラス設定に

際する住民同意の可能性である．なお，本研究では扱わ

ないが，本調査項目以外にも，「交通事故の防止」「高

齢者の買物や通院の交通手段確保」といった自治区にお

いて課題となっている事項の問題の程度，自治区の共助

活動実態，高齢者のおでかけ先を聞いている．ゾーン

30プラス設定に際する住民同意の可能性調査では図2に
示すゾーン 30 プラスについての解説ののち，「ゾーン

30 プラスを貴自治区で設定するとした際に，住民同意

は得られると思いますか．また，そのように考える理由

について教えてください」と伺った．住民同意の可能性 

図2 調査票 
 
は「間違いなく同意は得られると思う」〜「全く同意は

得られないと思う」の 5水準での回答を依頼した．理由

は，自治区の多様な特性を満遍なく捉えるため，自由記

述で回答を依頼した． 
なお，回答に際して，自治区長の個人的意見とならな

いよう，「自治区の役員，組長，民生委員・児童委員の

意見や区民から寄せられる声を踏まえて自治区長が回答

してください」といった依頼をしている． 
 
b) 地域特性 

 ゾーン 30 プラス設定の住民同意の可能性は，先に整

理した，都市部，市街地といった導入地域の市街化程度

に加え，多様な地域の特性が反映される可能性がある．

この点について，同様の対象地域でゾーン 30 の導入意

向を扱った既往研究 4)での影響要因を参考に，データの

取得可能性，ハンドリングのしやすさを考慮し，表1の
ような地域特性を整理した． 
ベースデータは，人口データの扱いを考慮し国勢調査

小地域（町丁・字等）とした．当該ベースデータに対し

て，GIS により，市街化の状況（DID，都市計画区域，

等）の情報を付与した．ここでは便宜上，GIS により機

械的にDIDもしくは都市計画区域と判定されたもののう

ち，目視によりその地域面積のほとんどがDID等に重複

していないと判断される場合には，当該地域を該当しな

いとして処理する方法を採用した．ゾーン 30 の整備状

況は愛知県警察が公表する整備場所情報を参考に付与し

た．事故件数は，警察庁オープンデータにて提供される

座標情報を通じてGISによりカウントしたものを用いた． 
次に，当該ベースデータから自治区データへの変換を

行なった．豊田市の自治区は豊田市オープンデータにて，

町・丁・字別の該当自治区が公表されている．この町・ 

都市計画区域

DID 都市計画区域外
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表1 地域特性データ 
名称 詳細 

市街化の状況 
（ダミー） 

DID（国土数値情報，2015年国勢調査），都市計画区
域，都市計画区域外（国土数値情報，2012年土地利用
基本計画図） 

ゾーン30整備状況 
（ダミー） ゾーン30整備場所（愛知県警察2023年3月末） 

人口密度 
（人/km2） 面積当たりの人口（2020年国勢調査） 

15歳未満人口密度 
（人/km2） 面積当たりの15歳未満人口（2020年国勢調査） 

75歳以上人口密度 
（人/km2） 面積当たりの75歳以上人口（2020年国勢調査） 

人口当たり事故件
数（件/100人） 

過去 3年間（2019〜2021年）の人口当たりの全事故，
歩行者関連事故，自転車関連事故の件数（警察庁オー
プンデータ）．関連事故とは，当事者 A，もしくは当
事者 Bのいずれかが歩行者または自転車である場合を
いう．人口は2020年国勢調査 

 
丁・字の名称と国勢調査小地域の町丁・字の名称のマッ

チングを行い，自治区データを構築した．なお，国勢調

査の小地域は，豊田市オープンデータで整理される町・

丁・字より粗いデータである（豊田市オープンデータが

8,577地域に対し，国勢調査の小地域は 1,015地域）こと

から，小地域へのマッチングにあたって一部の町・丁・

字情報が集約されている．そのため，アンケートに回答

をいただいたいくつかの自治区（20 自治区）が分析の

ベースデータから外れてしまっている（結果，有効回答

は 232 票）．加えて，豊田市オープンデータにおける

町・丁・字別の該当自治区は，1 つの町・丁・字に複数

の自治区が掲載されている場合がある．この場合，自治

区境界に関する公表情報がないことから，便宜的に該当

する自治区数で町・丁・字の人口データ等を等分割する

方法を採用した．この処理を実施した小地域数は 47 あ

り，全体（1,015 地域）の 4.6％であった．このように国

勢調査小地域データを自治区データへ変換し，自治区別

の人口等の集計データを構築した． 
 
(3) 分析方法 

 まずゾーン 30 プラス設定に際する住民同意の可能性

について DID，都市計画区域，都市計画区域外といった

エリア別や，DIDにおけるゾーン30導入状況別の傾向に

ついて整理する．なお，ここで整理する都市計画区域の

回答はDIDでの回答は含まない． 
次に，同意を得られる/得られないとするその理由に

ついて整理する．5水準の同意意向回答との整合性，内

容の妥当性が確認された 167の回答を対象に，記載され

る理由について筆者 1名の判断により類型化と抽出を行

なうとともに，エリア別，ゾーン 30 導入状況別にその

指摘傾向を整理する． 
次に，ゾーン 30 プラス設定の住民同意と地域特性の

関係性について，エリア別の傾向を整理する． 
最後に，上記の分析を通じて，エリア別のゾーン 30

プラス設定の住民同意の課題となる要因について考察す

る． 

4. 結果 

 

(1)  ゾーン30プラス設定に際する住民同意の可能性 

図 3 にエリア別の，図 4 にゾーン 30 導入状況別のゾ

ーン 30 プラスの住民同意の可能性を示す．まずエリア

別の傾向をみると，DID > 都市計画区域 > 都市計画区域

外の順に「間違いなく同意を得られると思う」「同意を

得られると思う」の回答割合が高い．郡間の回答割合の

差について，Fischer’s exact testを実施したところ，高度に

有意差があった（p<0.001）．市街地であるDIDでは7割
を超える自治区で「間違いなく同意を得られると思う」

「同意を得られると思う」 と回答している．また都市

部である都市計画区域（DIDを除く）においても 5割以
上の自治区で同意が得られるとしている．他方，都市計

画区域外においては，同意を得られるとするのは 2割強
の自治区にとどまり，さらに 4割近い自治区では同意を

得られないとする回答がみられている． 
次に，市街地である DIDエリアに注目し，ゾーン 30

導入状況別の傾向をみる．なお，豊田市では2023年3月
末現在，DIDエリア外にゾーン30は整備されていない．

ゾーン 30 整備済において，やや同意を得られるとする

回答割合が多い．しかしながら，Fischer’s exact testの結果
からは，両群に有意差があるとはいえなかった． 

 

※Fisher’s exact test, p<0.001 

図3 エリア別ゾーン30プラスの住民同意の可能性 
 

 

※Fisher’s exact test, n.s. 

図4 ゾーン30導入状況別ゾーン30プラスの住民同意

の可能性（DIDのみ） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DID(n=88)

都市計画区域(n=87)

都市計画区域外(n=43)

間違いなく同意は得られると思う おそらく同意は得られると思う

どちらともいえない おそらく同意は得られないと思う

全く同意は得られないと思う

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ゾーン30未整備(n=78)

ゾーン30整備済(n=10)

間違いなく同意は得られると思う おそらく同意は得られると思う

どちらともいえない おそらく同意は得られないと思う

全く同意は得られないと思う
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(2) ゾーン30プラスの住民同意が得られる理由 

図 5 にエリア別の，図 6 にゾーン 30 導入状況別のゾ

ーン 30 プラスの住民同意が得られる理由を示す．「住

民同意が得られると思う」と回答した自治区におけるそ

の理由に関する自由記述の確認結果から，17 種類の理

由が抽出された．図 5，図 6はこれらの理由に該当する

回答をした自治区を集計した結果である．なお，上述の

ように自治区によっては理由を記入していない，もしく

は記入内容が理由ではない，理由と同意傾向の整合性が

とれていないなどの例があった．そのため，ここでは理

由を適正に回答いただいた自治区を母数としてその指摘

割合を集計している．まずエリア別の傾向をみる．全体

を通じて「子供・児童の安全確保」「速度の速さ」「道

路構造からみた必要性」「抜け道利用の多さ」の指摘割

合が高い．なかでも，「子供・児童の安全確保」は都市

計画区域，都市計画区域外で指摘割合が最も高く，DID
においても「速度の速さ」についで２番目に指摘割合が

高い．エリア別の傾向をみると，DID では，「速度の速

さ」が最も指摘割合が高く，2割強で理由として挙げら

れている．また，「自動車の多さ」を指摘する自治区が

他のエリアに比べて有意に多い（p<0.05）特徴がみられ

る．都市計画区域は，概ねDIDと同様の傾向を示してい

る．他方でゾーン 30 プラスの設定により特段「不便に

ならない」点を挙げる自治体が DID より有意に多い

（p<0.05）．都市計画区域外は「子供・児童の安全確保」

「高齢者の安全確保」「大型車の多さ」の指摘割合の高

さが特徴的で，特に「大型車の多さ」の指摘割合の高さ

は有意差（p<0.01）がみられる． 
次に，DIDエリアにおけるゾーン30導入状況別の傾向

をみる．特徴的であるのは，ゾーン 30 整備済自治区に

おいて「交通安全対策の実施・要望・検討実績」の指摘

割合の差に有意傾向（p<0.1）がある点である．ゾーン

30 がすでに整備される自治区では，ゾーン 30 プラスの

ような対策について住民同意が得やすいと住民代表者に

考えられていることが伺える． 
 
(3) ゾーン30プラスの住民同意が得られない理由 

図7にエリア別の住民同意が得られない理由を示す．

「住民同意が得られると思う」同様，「住民同意が得ら

れないと思う」と回答した自治区におけるその理由に関

する自由記述の確認結果から，14 種類の理由が抽出さ

れた．なお，「住民同意が得られないと思う」という回

答は，DID での回答数が少ないことから，ここではゾー

ン 30 導入状況での比較は行わず，エリア別の傾向のみ

に着眼している．全体共通して指摘割合の高い理由はみ

あたらない．DID では，「対策意義伝達の難しさ」「通

学路の少なさ」「大型車の通行困難さ」「速度遵守の困

難さ」が 2割弱の自治区で指摘されており，特に「対策 

 
※Fisher’s exact test,  **:p<0.01,  *: p<0.05, +: p<0. 1 

※「間違いなく同意は得られると思う」「おそらく同意は得られると思う」の回答合算の結果 

図5 エリア別ゾーン30プラスの住民同意が得られる

理由 
 

 
※Fisher’s exact test,  **:p<0.01,  *: p<0.05, +: p<0. 1 

※「間違いなく同意は得られると思う」「おそらく同意は得られると思う」の回答合算の結果 

図 6 ゾーン 30導入状況別ゾーン 30プラスの住民同意

が得られる理由（DIDのみ） 
 
意義伝達の難しさ」「通学路の少なさ」は有意差がみら

れた（p<0.05）．都市計画区域では，「住宅（人口）の

少なさ」が最も指摘されており有意差（p<0.05）がある．

ついで「道路構造からみた必要性のなさ」の指摘割合が 

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40

⼦供・児童の安全確保
⾼齢者の安全確保

学⽣の安全確保
⼈⼝の少なさ（調整しやすさ）

⾃動⾞の多さ*

歩⾏者の多さ
交通安全対策の実施・要望・検討実績

事故・ヒヤリハットの発⽣
安全意識の⾼さ

抜け道利⽤の多さ
道路構造からみた必要性

速度の速さ
住⺠が協⼒的

⼤型⾞の多さ**

不便にならない*

住⺠の安全確保
住宅の多さ

指摘割合

都市計画区域外(n=8) 都市計画区域(n=48) DID(n=60)

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40

⼦供・児童の安全確保
⾼齢者の安全確保

学⽣の安全確保
⼈⼝の少なさ（調整しやすさ）

⾃動⾞の多さ
歩⾏者の多さ

交通安全対策の実施・要望・検討実績+

事故・ヒヤリハットの発⽣
安全意識の⾼さ

抜け道利⽤の多さ
道路構造からみた必要性

速度の速さ
住⺠が協⼒的
⼤型⾞の多さ

不便にならない
住⺠の安全確保

住宅の多さ

指摘割合

ゾーン30整備済(n=8) ゾーン30未整備(n=52)

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



 

 

 
※Fisher’s exact test,  **:p<0.01,  *: p<0.05, +: p<0. 1 

※「おそらく同意は得られないと思う」「全く同意は得られないと思う」の回答合算の結果 

図 7 エリア別ゾーン 30 プラスの住民同意が得られな

い理由 
 
高い．都市計画区域外は「道路構造からみた必要性のな

さ」「対象区域のなさ（山間地域など）」の指摘割合が

た高く，特に「対象区域のなさ（山間地域など）」の差

は有意傾向（p<0.1）であった． 
 
(4) ゾーン 30 プラスの住民同意が得られるかどうか

「どちらともいえない」理由 

図8にエリア別の住民同意が得らるかどうか「どちら

ともいえない」と回答した自治区の理由を示す．ここで

の指摘の多くは「住民同意が得られると思う」もしくは

「住民同意が得られないと思う」で指摘のあった理由で

あったが，追加的に 5つの理由が指摘された（抜け道利

用の少なさ，住民意向が不明，不便になる，交通事故の

なさ，騒音・振動の発生）．全体的に「住民同意が得ら

れないと思う」で指摘された理由に言及している自治区

が多かった．DID の自治区では「抜け道利用の多さ」

「速度遵守の困難さ」といった指摘が多くなされ，都市

計画区域の自治区では「道路構造からみた必要のなさ」

で 2割以上の自治区から指摘がなされていた．都市計画

区域外では「住宅の少なさ」「対象区域のなさ」の指摘

割合が比較的高いものの，その割合は 1割程度である．

全体を通じて，特徴的となる理由があるというより，多

くの理由がまんべんなく指摘されているという傾向であ

った． 
 
(5)  ゾーン30プラス設定の住民同意傾向と地域特性 

表 2 にゾーン 30 プラス設定の住民同意傾向と地域特

性を示す．エリア別に地域特性の特徴が表出している．

DIDでは，「住民同意が得られると思う」と回答する自 

 
※「どちらともいえない」の回答結果 

図 8 エリア別ゾーン 30 プラスの住民同意が得られる

かどうか「どちらともいえない」理由 
 
治区で 15歳未満および 75歳以上人口密度が高い一方，

人口当たりの事故件数は少なくなるという傾向がみられ

る．都市計画区域外では「どちらともいえない」と回答

する自治区で人口密度が低く，人口当たり事故件数が多

いという特徴がある．他方で，都市計画区域では回答傾

向による地域特性の特徴的な違いはみられない． 
 
 
5. 考察 

 
冒頭触れたように，ゾーン 30 プラスは，その指定要

件として「(1) 最高速度 30km/h の区域規制が実施され，

又は実施が予定されていること．」と警察庁の通達（丁

規発 第 128 号，2021.8.26）に明記されているように，

「30km/hの区域規制」が前提となっている．この30km/h
の区域規制はゾーン 30 の設定を意味するとするならば，

ゾーン 30プラスが設定される要件には，ゾーン 30の設

定要件が色濃く反映されるものと考えることができよう．

ゾーン 30の設定要件は，警察庁通達（丙 規 発 第 1 1 号, 
2019）に「市街地等（市区町村等の行政区画やＤＩＤ地

区等を単位として都市部，市街地から選定）から，２車
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住⺠の速度遵守実績

速度遵守の困難さ

交通安全対策への住⺠反対実績
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歩⾏者の少なさ

住宅（⼈⼝）の少なさ*

対象区域のなさ（⼭間地域など）+

道路構造からみた必要のなさ

通学路の少なさ*

除雪のしづらさ

⼭⾞の通⾏しづらさ

対策意義伝達の難しさ*

指摘割合都市計画区域外(n=15) 都市計画区域(n=9) DID(n=6)
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交通安全対策の実施・要望・検討実績
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安全意識の⾼さ
抜け道利⽤の多さ
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住⺠が協⼒的
⼤型⾞の多さ

不便にならない
住⺠の安全確保

住宅の多さ
住⺠の速度遵守実績

速度遵守の困難さ
交通安全対策への住⺠反対実績
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⼤型⾞の通⾏困難さ

交通量の少なさ
歩⾏者の少なさ

住宅（⼈⼝）の少なさ
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線以上の幹線道路又は河川，鉄道等の物理的な境界で区

画された場所をブロックとして選定する．」とあるよう

に，市街地等での設定を前提としていると考えることが

できる．本研究のこれまでの整理は，主に「市街地であ

りながら，ゾーン 30 プラスの設定に対して住民同意を

得られないとするのはどういう理由か」という問いと，

「市街地ではないにもかかわらず，ゾーン 30 プラスの

住民同意が得られるとするのはどういう理由か」という

問いに答えるものとなっている． 
最初の問いについては，まず，市街地（DID）におい

ては，概ね 7割，都市部（都市計画区域）においては 5
割の自治区が「住民同意は得られる」とした一方，DID
および都市計画区域の概ね 1割は「住民同意は得られな

い」とした現状がある点を確認した．すなわち，市街地

や都市部において「住民同意は得られない」とする自治

区は少数派であった．他方で，この「住民同意は得られ

ない」とする「理由」は特徴がみられ，DID では，「対

策意義伝達の難しさ」「通学路の少なさ」という点が，

都市計画区域では「住宅（人口）の少なさ」という点が

有意差（p<0.05）をもって指摘されていた．DID におけ

る「通学路の少なさ」は通学児童の少なさを意味する．

住民同意が得られる理由でも「子供・児童の安全確保」

は指摘割合が高く，今回の成果は「子供・児童の安全確

保」というキーワードはゾーン 30 プラスの推進に大き

く寄与しつつも，その状況が予想できない，いわゆる近

隣に小中学校等のないDID地区においては，住民同意の

調整が難しくなる可能性を示唆する．また，都市計画区

域の「住宅（人口）の少なさ」という点も「住民」にフ

ォーカスした対策という観点から同意が困難となりうる

のは理解がしやすい．他方で，DID において指摘のあっ

た「対策意義伝達の難しさ」という点については，地域

による差が生じる理由が明瞭でない．この理解を助ける

点において，例えば，今回の調査で「住民同士の助け合

いの慣習・雰囲気の有無」を聞いており，それと「住民

同意の得やすさ」のクロス集計を実施した結果，中山間

の多い都市計画区域外では，助け合いの慣習や雰囲気の

状況と住民同意の得やすさの相関関係が強く表出してい

たが，DID ではそうならなかった点がある．すなわち，

市街地であるという点での住民間のつながりの希薄さ・

複雑さが影響した可能性がある．無論，よりわかりやす

い対策意義の伝達方法についても検討を加えることは不

可欠である． 
さて，二つ目の「市街地ではないにもかかわらず，ゾ

ーン 30 プラスの住民同意が得られるとするのはどうい

う理由か」については，特にゾーン 30 プラスの設定に

よって住民が「不便にならない」という点，さらに都市

計画区域外では「大型車の多さ」という点が指摘された．

市街地ではない地域では，地域の交通安全の問題より，

まずもって交通円滑化への影響に意識があり，それに対

して影響を与えるか否かがゾーン 30 プラスの住民同意

においての一つのポイントである点が確認できたといえ

る．また，中山間地域における大型車の問題が挙げられ

た点は，当該問題が中山間地域の交通安全上の大きな課

題となっている点が表象された可能性もある．ゾーン

表2 ゾーン30プラス設定の住民同意傾向と地域特性 

DID ⼈⼝密度
（⼈/km2） 

15歳未満密度
（⼈/km2） 

75歳以上密度
（⼈/km2） 

⼈⼝当たり事故
件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり⾃転⾞
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者・⾃
転⾞事故件数（件/100
⼈） 

間違いなく同意は得られると思う(n=12) 4782.77 617.60 662.90 0.68 0.11 0.10 0.21 
おそらく同意は得られると思う(n=50) 4824.91 612.90 502.29 0.81 0.07 0.17 0.23 
どちらともいえない(n=20) 5043.42 593.12 491.48 0.87 0.12 0.16 0.28 
おそらく同意は得られないと思う(n=6) 3254.53 411.13 485.19 1.28 0.15 0.16 0.31 
全く同意は得られないと思う(n=0) - - - - - - - 
総計 4761.76 595.28 520.57 0.84 0.09 0.16 0.25 

 

都市計画区域 ⼈⼝密度
（⼈/km2） 

15歳未満密度
（⼈/km2） 

75歳以上密度
（⼈/km2） 

⼈⼝当たり事故
件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり⾃転⾞
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者・⾃
転⾞事故件数（件/100
⼈） 

間違いなく同意は得られると思う(n=10) 440.94 60.29 52.20 1.44 0.05 0.06 0.11 
おそらく同意は得られると思う(n=38) 986.47 154.34 79.58 0.97 0.07 0.10 0.16 
どちらともいえない(n=30) 409.55 51.56 52.89 1.06 0.05 0.08 0.14 
おそらく同意は得られないと思う(n=5) 732.45 86.64 77.34 0.56 0.04 0.17 0.21 
全く同意は得られないと思う(n=4) 65.48 7.45 10.18 2.00 0.00 0.00 0.00 
総計 667.88 97.44 63.91 1.08 0.06 0.09 0.14 

 

都市計画区域外 ⼈⼝密度
（⼈/km2） 

15歳未満密度
（⼈/km2） 

75歳以上密度
（⼈/km2） 

⼈⼝当たり事故
件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり⾃転⾞
事故件数（件/100
⼈） 

⼈⼝当たり歩⾏者・⾃
転⾞事故件数（件/100
⼈） 

間違いなく同意は得られると思う(n=1) 41.27 5.48 7.40 0.00 0.00 0.00 0.00 
おそらく同意は得られると思う(n=9) 43.81 4.09 9.31 0.60 0.01 0.02 0.03 
どちらともいえない(n=18) 30.27 2.73 6.61 1.21 0.01 0.32 0.33 
おそらく同意は得られないと思う(n=14) 59.15 5.50 14.60 0.72 0.02 0.00 0.02 
全く同意は得られないと思う(n=1) 35.47 4.40 7.09 0.28 0.00 0.00 0.00 
総計 42.88 4.02 9.81 0.87 0.01 0.14 0.15 

※セルの赤色が濃いほど，値が大きいことを示す 
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30 プラスの住民同意という面にとらわれず，交通安全

対策の推進という観点からこの結果は示唆をえるものが

あるように思われる． 
また，市街地のなかでもすでにゾーン 30 が整備され

ている自治区では，その整備実績が住民同意の得やすさ

に影響している点が伺えた．この点は，対策の推進をす

すめることが住民同意の得やすさを加速させる可能性を

示唆するものである． 
さいごに，地域特性とゾーン 30 プラスの住民同意の

得やすさの関係性からは，自治区における若年層，高齢

層の多さが住民同意の得やすさに影響をしており，事故

の多さはそれほど影響をしていないことが確認された．

これは，理由で確認した事故の発生が住民同意の得やす

さにあまり影響していないという現実からも裏づけれる

ものであろう．すなわち，ゾーン 30 プラスの検討にお

いては，安易に事故の危険性を訴えるより，地域に住ま

う人の安全，安心の確保に主眼を置いて検討をすすめる

ことが，住民同意を得ていくうえにおいて有益であるか

もしれない． 
 
 

6. 結論 

 
本研究で得られた知見は以下のとおりである． 

(1) ゾーン30プラスの設定について，市街地であるDID
では 7割，都市部である都市計画区域では半数を超

える自治区で「同意を得られると思う」 と回答す

ることを示した．他方，都市計画区域外においては，

4割近い自治区で同意を得られないとする可能性が

あることを示した． 
(2) ゾーン 30 プラスの設定に際して住民同意が得られ

る理由として，「子供・児童の安全確保」「速度の

速さ」「道路構造からみた必要性」「抜け道利用の

多さ」の指摘割合が高いことを示した．なかでも，

「子供・児童の安全確保」は都市計画区域，都市計

画区域外で指摘割合が最も高く，DID においても

「速度の速さ」についで２番目に指摘割合が高いこ

とを示した． 
(3) ゾーン 30 がすでに整備される自治区では，ゾーン

30プラスのような対策について住民同意が得やすい

と住民代表者に考えられていることを示した． 
(4) ゾーン 30 プラスの設定に際して住民同意が得られ

ない理由として，DID では，「対策意義伝達の難し

さ」「通学路の少なさ」「大型車の通行困難さ」

「速度遵守の困難さ」が，都市計画区域では，「住

宅（人口）の少なさ」が多く指摘されていることを

示した． 
(5) DID では「住民同意が得られると思う」と回答する

自治区で 15歳未満および 75歳以上人口密度が高い

一方，人口当たりの事故件数は少なくなるという傾

向を示した． 
 本研究で導出した成果は，豊田市といった一地域の状

況をみたものであり，おのずと限界がある．今後の一般

化に向けては，他地域でも同様の調査等を実施するなど

して，知見を積み上げる意義は高いものと考える． 
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